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　従業員が仕事と介護を両立できる職場環境を作ると、事業主（企

業、個人）が国から一律６０万円をもらえる助成金制度を厚生労働

省が始めたところ、実際に取り組んでいるかどうか不明の事業主か

らも申請が多数あり、２カ月半で抜本的な見直しを余儀なくされ

た。従業員の介護休職取得に関係なく申請できる仕組みだったこと

がこうした申請の原因になったとみられる。全国で大阪の申請件数

が最多とみられるといい、専門家は申請基準の甘さを指摘してい

る。

　■虚偽の懸念浮上

　この制度は今年度に新設された「介護支援取組助成金」。従業員が実際に介護のために休職し

たかどうかは関係なく、従業員が介護と仕事を両立できる環境を整えた事業者が対象だ。

　厚労省は４月に同助成金の制度を実施。介護休業規定を作成し、従業員に対して家族の介護に

関するアンケートを実施▽介護に直面する従業員への研修▽事業所内に相談窓口の設置と周知－

の取り組みを実施したと申請した事業主に対し、６０万円を支給した。

　ただ、申請条件に従業員の介護休職取得は含まれていない。このため実際に従業員が介護休職

を取りやすい取り組みを実施していないのに、そのように装う事業者による虚偽申請の懸念が浮

上した。

　事業主は各都道府県の労働局に申請する。大阪労働局によると、大阪府内の申請件数は４月は

４７件だったが、５月は１１０９件に急増。６月に入ると毎日１５０件前後の申請があり、１７

日までに計３千件を超えた。

　国がこの制度で当初予算で計上したのは６億２千万円（約千件分）。厚労省は申請件数を公表

していないが、関係者によると、東京都内では６月初めの時点の申請件数は千件前後で、大阪の

多さは際立っているという。

　■はや制度見直し

　厚労省によると、従業員数が１～２人や設立間もない企業による申請が目立ち、同省担当者も
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「悪意のある申請を不支給にする仕組みがない、という指摘は寄せられている」と制度の不備を

認める。

　このため同省は１７日、申請基準の変更を発表。２４日以降は事業主に対し、当初の要件に加

え、従業員の有給休暇の取得と残業時間の削減に３カ月間取り組んだ実績を書類で証明すること

などを求めるなど、申請条件を厳格化した。大阪労働局の担当者は「今回の対応で実際に取り組

んだ事業者しか申請できなくなるだろう」と話している。

　近畿大の衣笠葉子教授（社会保障法）は「中小・零細企業に介護休業や時短勤務などの規定を

整えてもらうのが助成金の本来の主目的だ。当初の支給要件と金額を比較すると、確かに『大盤

振る舞い』かもしれないが、これくらいしないと仕事と介護の両立の機運は浸透しない。千件分

という当初予算は少なすぎたのではないか」と話す。

　元厚労官僚の中野雅至・神戸学院大教授は「これだけ支給要件が甘いと、企業は助成金目当て

で申請する可能性もあった。厚労省が当初、制度設計の際に何を意図したのか分からない。実際

に介護と仕事の両立支援につながらない可能性が高いのであれば、予算の無駄遣いになるのでは

ないか」と指摘した。


